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府中市における主要な環境課題の抽出と整理について 

 

1. 環境課題の整理方法 

社会経済情勢の動向、市の地域概況、現行計画の進捗状況などの各基礎調査結果を踏ま

え、計画構成要素の 3つの主要な区分（「目標・姿勢」、「環境分野」、「PDCA」）ごとに着目

すべき結果を導出することで、現況の整理を行いました。 

現況整理結果を踏まえ、次期計画において課題として考えられる事項の抽出・整理を行

いました。 

 

 

図 1 次期計画策定の流れ 
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2. 主要課題の整理 

 

 ①上位概念としての課題 

分野別の課題 

⑤誰もが安全・安心・快適に暮らせるまちづくり 

⑦分野横断的な課題 

・ SDGs の理念に基づく経済・社会・環境の３つの側面からの統合的な課題の解決 

・ 産業の活性化と環境の向上の好循環を実現 

・ 地域循環共生圏の考えに基づく自立分散型社会の形成と地域資源の活用 

②「脱炭素社会」に向けた、省エネルギーの推

進にとどまらない取組の必要性 

・ さらなる省エネルギーと再生可能エネルギー

の利用拡大など、脱炭素に向けた大幅な

温室効果ガス削減に向けた取組 

・ 水素などの新たなエネルギーの浸透 

・ 建物の省エネ化・公共交通の利用促進に

よるエコなまちの実現 

・ 市内の温室効果ガスの 29％を占める家

庭部門への効果的な対策 

・ 市内の温室効果ガスの 28％を占める業

務部門への効果的な対策 

・ 事業者との連携による取組 

・ 市（公共施設）の率先した取組 

④持続可能な社会に向けた資源循環型社会の

形成 

・ さらなる 3R徹底によるごみ減量の取組 

・ プラスチックの持続可能な利用に向けた取組 

・ 食料資源の好循環に向けた食品ロス削減 

⑥多様な生物が共生し、水と緑が豊かにある

まちを次世代につなげる 

・ 生物多様性の浸透、生物多様性の保全 

・ 専門家も活用した学校との連携による環境

学習機会の拡大 

・ 身近な自然のネットワーク化 

・ 外来種対策 

・ 農地の活用と地産地消 

・ 歴史的まちなみの保全と活用 

・ 良好で健康な生活環境の確保 

・ 協力し合い、快適できれいなまちづくり 

・ 環境保全活動センターを活用した環境活動団体等とのネットワーク構築と、連携の強化 

・ 事業者・大学との連携による新たな取組の創出 

・ 市・団体・事業者との連携による取組の創出・拡大 

・ 行動主体（5W1H）の明確化 

③気候変動への適応 

・ （小中学校への）蓄電池の導入など、再

エネ導入の促進とレジリエンスの強化 

・ 水害への対策 
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５つの主要課題と方向性 

Ⅲ 自然共

生社会の形

成 

Ⅳ  誰もが

安心・安全・

快適に住み

続けられる社

会の形成 

Ⅱ  循環型

社会の形成 

Ⅰ 脱炭素

社会の実現 

Ⅴ  参加と

協働、連携 
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3. 府中市における主要な環境課題の抽出・整理結果 

表 1 現況整理結果及び主要な環境課題 抽出結果 

 

社会経済情勢 府中市の概況 
府中市環境基本計画 

進捗状況 
主要な環境課題 

国外 国 都    

目
標
・
姿
勢 

【SDGs】 
 SDGs の 17 の目標と 169 の
ターゲットの採択 

 2030 年までに、包摂的かつ持
続可能な都市化を促進し、全
ての国々の参加型、包摂的か
つ持続可能な人間居住計画・
管理の能力を強化 

 人類の発展と地球の持続の両
立のため、経済、社会及び環
境の 3 つの側面を調和させ、
多様な主体が一丸となって総
合的に解決する必要性 

【パリ協定発効】 
 パリ協定の採択・発効（世界
共通の長期目標として 2℃目
標のみならず 1.5℃への言及） 

【1.5℃特別報告書】 
 今後 20 年以内に産業革命前
からの気温上昇が 1・5 度に達
する可能性を示唆 

 気候変動の影響についての劇
的な違いがあることを強調 

 1.5℃未満にとどめないと、地
球と人類は温暖化の破局の道
を食い止められない可能性が
高いと警告 

 気温上昇を 1.5℃に抑えて安
定させるために、2030 年まで
に世界全体の年間の CO2 排
出量を 2010 年比で約 45%削
減し、2050 年前後には、CO2

排出量は実質ゼロにしなけれ
ばならないと警告 

【第五次環境基本計画】 
 地域循環共生圏の創造 
 世界の範となる日本の確立 
 持続可能な循環共生型の社会（環境・
生命文明社会）の実現 

 SDGs の考え方も活用した環境・経
済・社会の統合的向上 

 地域資源を活用した持続可能な地域
づくり 

【地球温暖化対策推進法】 
 2050（令和 32）年までの脱炭素社会
の実現を法として明記 

 市町村に、地域脱炭素化促進事業に
係る促進区域や環境配慮、地域貢献
に関する方針等の策定を努力義務に 

【地球温暖化対策計画】 
 2030 年度目標（2013 年度比 26％）
を設定 

 長期目標として 2050 年度目標（80%
削減）を設定（温室効果ガス排出量） 
 

【地球温暖化対策計画】（案、R3.8） 
 2030年度目標として温室効果ガス排
出量 46％減（2013 年度比）を設定 

 エネルギー起源 CO2 については
2030 年度 約 45％減（2013 年度比）
を設定 

【society5.0】 
 エネルギーや食料の需要増加が生じ
てきている一方、温室効果ガス排出
の削減、食料の増産やロスの削減と
いった解決すべき社会的課題の解決
を両立する必要性 

【菅内閣総理大臣の所信表明】 
 2020 年 10 月、菅内閣総理大臣によ
る 2050 年までに二酸化炭素排出量
実質ゼロを宣言。産業構造や経済社
会の変革等の脱炭素社会に向けた動
きが今後加速することが予測される 

【グリーンリカバリー】 
 脱炭素社会への移行、循環経済への
移行、自立分散型社会への移行とい
う 3 つの軸での「経済社会のリデザ
イン（再設計）」を行い、持続可能で
分散型・レジリエントな社会を目指
す 

【ESG 投資】 
 企業の長期的な成長には、気候変動
などの将来の社会変化のリスクに備
えた取組が必要不可欠 
 

【ゼロエミッション東京
戦略】 
 2019（令和元）年 5 月、
世界の大都市の責務とし
て、平均気温の上昇を
1.5℃に抑えることを追
求 

 2050 年に CO2 排出実質
ゼロに貢献する 

 省エネ・再エネの拡大策
に加え、プラスチックな
どの資源循環分野や自動
車環境対策など、あらゆ
る分野の取組を強化 
 

【環境基本計画 2016】 

 将来像：世界一の環境先

進都市・東京 

 目標の実現に必要な要

素・視点：①最高水準の

都市環境の実現、②サス

テナビリティ、③連携と

リーダーシップ 

 政策の柱：①スマートエ

ネルギー都市の実現、②

３Ｒ・適正処理の促進と

「持続可能な資源利用」

の推進、③自然豊かで多

様な生きものと共生でき

る都市環境の継承、④快

適な大気環境、良質な土

壌と水循環の確保、⑤環

境施策の横断的・総合的

な取組 
【ダボス会議】 
 2021 年 1 月 21 日、小池

知事は都内の温暖化ガス

排出量を 2030 年までに

2000 年比で 50%削減す

ることを宣言 
 

 総人口は一貫して増加傾向に
あり、令和 2 年 10 月 1 日現
在、26.3 万人超の人口 

 少子高齢化は進んでいる 
 世帯数は一貫して増加傾向に
あり、令和 2 年 10 月 1 日現
在、12.5 万世帯 

 1世帯当たりの人口は、減少傾
向。単身世帯は増加傾向。 

 従業者数は、第 2 次産業は減
少傾向、第 3 次産業は増加傾
向 

 東芝や NEC、サントリーなど
の大規模工場がある 
 

‐ 

◆市の社会・経済面への相乗効果を視野
に入れた考え方の設定 
 SDGs の考え方の導入（「SDGs」より） 
 地域資源の活用や様々な社会的課題
の解決の両立の必要性（「Society5.0」
より） 

 大規模事業者多く立地する市の特徴
を踏まえた経済面の連携・協働の必要
性（府中市の概況より） 

 人口、世帯数ともに増加傾向にある一
方、少子高齢化は進んでおり、ライフ
スタイルに合った取組の必要 

◆脱炭素に向けた大幅な温室効果削減
の必要性 
 パリ協定や地球温暖化対策計画を踏
まえた緩和・適応対策の必要性（「パリ
協定」、「地球温暖化対策計画」より） 

 2050 年の脱炭素化を見据えた 2030 年
までの目標設定の必要性（府中市の概
況より） 
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社会経済情勢 府中市の概況 
府中市環境基本計画 

進捗状況 
主要な環境課題 

国外 国 都    

協
働
・
環
境
教
育
・
人
づ
く
り 

【SDGs】 
 2030 年までに、持続可能な開
発のための教育及び持続可能
なライフスタイル、人権、男
女の平等、平和及び非暴力的
文化の推進、グローバル・シ
チズンシップ、文化多様性と
文化の持続可能な開発への貢
献の理解の教育を通して、全
ての学習者が、持続可能な開
発を促進するために必要な知
識及び技能を習得できるよう
にする 

 さまざまなパートナーシップ
の経験や資源戦略を基にし
た、効果的な公的、官⺠、市
⺠社会のパートナーシップを
奨励・推進 

 

【第 5 次環境基本計画】 
 SDGs の考え方も活用した環境・経
済・社会の統合的向上の具体化等が
設定 

 経済社会システム、ライフスタイル、
技術などあらゆる観点からのイノベ
ーション創出や、経済・社会的課題の
同時解決を目指し、地域の活力が最
大限に発揮される持続可能な社会を
実現することが重要 

 地方公共団体は、関係部局間の緊密
な連携を図りつつ、地域の特性に応
じて、地域における取組の目標や方
向性などの提示、各種制度の設定や
社会資本整備などの基盤づくり、各
主体の行動の促進など、住⺠、事業
者、⺠間団体、他の地方公共団体や国
の関係機関と協力、連携し、地域にお
ける環境保全施策を総合的に展開す
ることが期待される 

 

【環境基本計画 2016】 

 多様な主体との連携 

 持続可能な都市づくりに

向けた環境配慮の促進 
 実効性の高い環境行政の
推進に向けた体制の充実 

 東京 2020 オリンピック・
パラリンピックを契機と
し、連携・協働して取り
組む気運を醸成し、レガ
シーとしての継承などの
方向性を提示 

 

 大企業と農工大という知の集

積があるものの、それぞれと

の連携が乏しい 

 
 

 府中水辺の学校は、実施場所
の環境変化や天候不順によ
り開催機会の喪失が多い。小
学校の総合的な学習の時間
の支援依頼が減少し参加児
童数が減少傾向。 

 エコリーダーの育成の講座
が参加者ゼロになり途絶え
ている 

 2020 年 1 月頃から流行した
新型コロナウイルス感染症
の影響により、普及啓発イベ
ント・環境学習講座等の実施
が困難となった 

 環境保全活動センターの事
業者との連携がほとんどな
い。 

 府中市環境保全活動センタ
ーサポーターの登録人数、及
び登録団体数は伸び悩んで
いる。 

 府中市環境保全活動センタ
ーの認知度も 12.5％にとど
まる 

 自然観察会や体験学習へ参
加したことがある市⺠の割
合は、およそ 15～17％にとど
まる 

◆パートナーシップによる取組強化の
必要性 
 あらゆる主体が参加し、連携・パート
ナーシップによる取組展開の必要性
（「SDGs」、「第 5 次環境基本計画」よ
り） 

◆環境学習やイベントの実施方法・連携
強化等の検討の必要性 
 新たな普及啓発イベント等の開催方
法の検討や、普及啓発としての新たな
アプローチ方法の検討が必要（府中市
環境基本計画進捗状況） 

 府中市環境保全活動センターについ
て、運営協議会の実施体制も含め、事
業の継続性を担保する見直しが必要
（府中市環境基本計画進捗状況） 

◆市⺠・事業者への適切な情報発信の必
要性 
 生物多様性、環境保全活動センターの
認知度、自然観察会や体験学習へ参加
したことがある市⺠の割合が伸び悩
んでいることから、さらなる取組が必
要（府中市環境基本計画進捗状況） 
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社会経済情勢 府中市の概況 
府中市環境基本計画 

進捗状況 
主要な環境課題 

国外 国 都    

脱
炭
素
社
会 

＜省エネ＞ 
【SDGs】 
 2030 年までに、世界全体のエ
ネルギー効率の改善率を倍増 

＜再エネ＞ 
【SDGs】 
 2030 年までに、世界のエネル
ギーミックスにおける再エネ
の割合を大幅に拡大 

 2030 年までに、再エネなどの
研究及び技術へのアクセスを
促進するための国際協力の強
化、エネルギー関連インフラ
とクリーンエネルギー技術へ
の投資を促進 

 

＜省エネ＞ 
【地球温暖化対策計画】 
 国⺠運動の展開（COOL CHOICE
等） 

 住宅、建築物の省エネ（ZEH、ZEB
等） 

 機器の省エネ（LED 等） 
 エネルギー管理の徹底（HEMS、

BEMS、FEMS の推進等） 
【第 6 次エネルギー基本計画（素案）】 
 2030 年度の削減目標を 2013 年度比

46％ 
【第 5 次エネルギー基本計画】 
 省エネ法に基づく措置と支援策の一
体的な実施（例：報告義務化とトップ
ランナー制度等の支援 

 
＜再エネ＞ 
【地球温暖化対策計画】 
 再エネの最大限の導入 
【再エネ固定価格買取制度】 
 電源の自立化を見据えた制度の見直
し 

【第 6 次エネルギー基本計画（素案）】 
 2030 年度再エネ割合を 36～38% 
 S+3E を大前提に、再エネの主力電源
化を徹底 

 【第 5 次エネルギー基本計画】 
 再エネの主力電源化 
 水素社会実現に向けた取組の抜本強
化 
 
＜水素＞ 

【水素基本戦略】 
 モビリティでの利用 
 燃料電池技術活用 
 国⺠の理解促進、地域連携 

 
【第 6 次エネルギー基本計画（素案）】 
 水素を新たな資源として位置づけ 
 2030 年の電源構成のうち、1％を水
素・アンモニアに 

 化石燃料と同等程度水準まで、水素
の供給コストを低減 

＜省エネ・再エネ＞ 

【環境基本計画 2016】 

 省エネルギー対策・エネ

ルギーマネジメント等の

推進 

 再生可能エネルギーの導

入拡大 

 水素社会実現に向けた取

組 
【ゼロエミッション東京
戦略】（再掲） 
 2019（令和元）年 5 月、
世界の大都市の責務とし
て、平均気温の上昇を
1.5℃に抑えることを追
求 

 2050 年に CO2 排出実質
ゼロに貢献する 

 省エネ・再エネの拡大策
に加え、プラスチックな
どの資源循環分野や自動
車環境対策など、あらゆ
る分野の取組を強化 

【ダボス会議】（再掲） 
 2021 年 1 月 21 日、小池
知事は都内の温暖化ガス
排出量を 2030 年までに
2000 年比で 50%削減す
ることを宣言 

 再生可能エネルギーによ
る電力利用割合を 50％
程度まで高めることを宣
言 
 

【ゼロエミッション都庁
行動計画】 
 従来の省エネルギーの推
進や再生可能エネルギー
の利用拡大に加えて、
ZEV の導入推進、使い捨
てプラスチックの削減、
食品ロスの削減、フロン
対策の推進が対象 
 

 府中市における温室効果ガス
排出量の 91％が二酸化炭素 

 2013 年度比で温室効果ガス
11.1％減少 

 エネルギー消費量の推移は、
2013 年度以降減少傾向 

 市内温室効果ガス排出量は、
家庭部門（29.0％）が最も多
く、次いで業務部門（28.3％）
が多い 

 2018（平成 30）年度の一世帯
当たりエネルギー消費量
（28.7GJ/世帯）は全国平均
（31.3GJ/世帯）を下回る。 

 全ての部門のエネルギー消費
量は 2013 年度比で減少して
いるが、およそ 4％から 12％
の減少にとどまる 

 業務部門の床面積当たり二酸
化炭素排出量は、2013（平成
25）年度以降 2016 年度まで減
少傾向にあったが、2017 年度
から 2 年連続で増加 

 産業部門のエネルギー消費量
は、2013（平成 25）年度以降
概ね減少傾向 

 産業部門のエネルギー消費量
のうち約 9 割が製造業 

 運輸部門のエネルギー消費量
は、全体の 16％ 

 路線バスと併せてバス交通ネ
ットワークが形成され、市内
全域において公共交通の利用
環境が整っている 

 自動車等保有台数は微減傾向 
 自動車保有台数のうち 9 割以
上が乗用車 

 平成 23 年から姉妹都市であ
る長野県佐久穂町と「府中市
と佐久穂町との地球環境保
全のための連携に関する協
定」を締結し、カーボンオフ
セットを実施 
 

◆新たな制度を見据えた再エネ利用拡
大と新たなエネルギーの浸透 
 固定価格買取制度の見直しの動向を
踏まえた新たな再エネ利用方策の必
要性（「再エネ固定価格買取制度」よ
り） 

 公共施設への再生可能エネルギー設
備の導入、再生可能エネルギー由来の
エネルギーの調達（「第 6 次エネルギ
ー基本計画（素案）」「地球温暖化対策
計画」より） 

 水素エネルギー等の新たなエネルギ
ー技術の普及（「水素基本戦略」より） 

◆設備面の対策を含むさらなる省エネ
化の必要性 
 市全域の温室効果ガス排出量は順調
に減少（府中市の概況より） 

 世帯数、人口ともに増加傾向であり、
市内の温室効果ガス排出量のうち
29％を占める⺠生家庭部門に対する、
省エネ行動や省エネ機器の促進の必
要性（府中市の概況より） 

 市内の温室効果ガス排出量のうち
28％を占める⺠生業務部門への効果
的な取組の検討（府中市の概況より） 
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社会経済情勢 府中市の概況 
府中市環境基本計画 

進捗状況 
主要な環境課題 

国外 国 都    

自
然
環
境 

【SDGs】 
 2020 年までに、あらゆる種類

の森林の持続可能な経営の実

施を促進し、森林減少を阻止

し、劣化した森林を回復し、

世界全体で新規植林及び再植

林を大幅に増加 
 

【愛知目標】 
 2016 年の中間評価：目標達成に向け

て進展はあるものの、今後さらなる

取組の必要がある 

【第 5 次環境基本計画】 

 生物多様性国家戦略 2012-2020 に基

づく施策の推進 

 「地域循環共生圏」における自然資

源・生態系サービスの活用 

【生物多様性国家戦略 2012-2020】 

 2020 年度までの重点施策 

1)生物多様性を社会に浸透させる 

2)地域における人と自然の関係を見

直し、再構築する 

3)森・里・川・海のつながりを確保す

る 

4)地球規模の視野を持って行動する 

5)科学的基盤を強化し、政策に結び

つける 

 ポスト愛知目標等を踏まえた、2021

年度以降の戦略の改定 
【グリーンインフラ】 
 自然環境が有する機能を活用する取
組を基点 

 社会資本整備や土地利用において、
持続可能で魅力ある国土づくりや地
域づくりを進める 
 

【環境基本計画 2016】 

 生物多様性の保全・緑の

創出 

 生物多様性の保全を支え

る環境整備と裾野の拡大 

【生物多様性地域戦略】 

 令和 2 年に計画期間を終

えるため、改定検討中 

【緑施策の新展開～生物

多様性の保全に向けた基

本戦略～】 

 令和 2 年に計画期間を終

える 

 

 市の南端を多摩川が流れ、府
中崖線の南側には、農業用水
である府中用水がある 

 府中崖線を中心に 3 か所の湧
水があるが、都市化による建
物・舗装の増加や緑地の減少
により、地下へ雨水浸透量が
減少し、湧水の水量減少や枯
渇がおこっている 

 公園・緑地等は整備が進んだ
が、生産緑地地区等の制度上
安定した緑地や社会通念上安
定した緑地は減少 

 自然的土地面積（田・畑・山林・
原野）の割合は 1965（昭和 40）
年の 46.4％から、2019（令和
元）年には 7.5％に減少 

 全体的に低層建物が広がり、
駅中心に低層建物が密集。市
の南側には多摩川が通り、多
摩霊園や府中の森公園など森
林も部分的に存在 

 2015 年の農地は 14,854a で、
うち田が 4,917a、畑が 9,937a 

 国分寺街道の大國魂神社から
桜通りまでの間は、馬場大門
のケヤキ並木として国の天然
記念物にも指定されており、
府中市のシンボルとして市⺠
に親しまれている 

 郷土の森公園は「水と緑のネ
ットワーク」の拠点として位
置づけられ、「府中市水と緑の
ネットワーク拠点整備実施計
画」に基づき整備されている 

 市⺠ 1 人当たりの公園面積は
7.03m2 

 通水の状況を確認し、通年通
水範囲を拡大 

 馬場大門のケヤキ並木の密
度管理や保護管理は関係課
と連携して対応 

 都立農業高校と連携協定を
締結し、植樹を行った 

 一小・一中とも連携した「小
中高の連携」によるケヤキ並
木の保護・更新プロジェクト
を実施している。 

 保存樹木に対する奨励金の
交付を実施し、樹木の維持管
理に係る所有者の負担軽減
に努めてきたが、指定本数は
微減傾向 

 生物多様性の認知度は横ば
い 

 農業の担い手の減少や相続
に起因する農地の売却など
を背景に農地が減少 

 土地所有者の高齢化に伴い、
相続等により農地を返還せ
ざるを得ない状況にあり市
⺠農園区画数は減少 

◆生物多様性の保全 
 国や県、周辺自治体の動向と連携し
た、貴重な生きものの生息空間の保全
（「愛知目標」、「第5次環境基本計画」、
「生物多様性地域戦略」、府中市の概
況より） 

 生物多様性の認知度が伸び悩み、地域
戦略の第一歩となる認知度の向上の
必要性（府中市の概況より） 

◆自然（緑地や農地等）の減少傾向の歯
止め及び質の維持 
 身近に大きな自然公園や寺社が存在
し、湧水や用水も残る自然が多く存在
する（府中市の概況より） 

 馬場大門のケヤキ並木がシンボルと
して親しまれ、市⺠協働による事業を
継続し維持保全の必要性（府中市の概
況より） 

 保存樹木に対する支援のあり方の検
討が必要（府中市の概況より） 

 グリーンインフラの考え方の導入

（「グリーンインフラ」より） 

 農地や生産緑地の減少への、効果的な

対策の必要性（府中市の概況より） 

 通年通水範囲の拡大の検討の必要性

（府中市の概況より） 
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社会経済情勢 府中市の概況 
府中市環境基本計画 

進捗状況 
主要な環境課題 

国外 国 都    

循
環
型
社
会 

【SDGs】 
 2030 年までに、廃棄物の発生
防止、削減、再生利用及び再
利用により、廃棄物の発生を
大幅に削減 

 2030 年までに小売・消費レベ

ルにおける世界全体の一人当

たりの食料の廃棄を半減さ

せ、収穫後損失などの生産・

サプライチェーンにおける食

品ロスを減少 
 

【循環型社会形成推進基本計画】 

 2R ビジネスの促進 

 未利用間伐材等のエネルギー源とし

ての活用 

 廃棄物エネルギーの徹底活用 
 
【プラスチック資源循環促進法】 
 製造事業者等が努めるべき環境配慮

設計に関する指針を策定し、指針に

適合した設計であることを認定する

仕組みを設計 
 ワンウェイプラスチックの提供事業
者（小売・サービス事業者など）が取
り組むべき判断基準を策定 
 

【プラスチック資源循環戦略】 
 これまでの大量生産・大量消費型の
社会から「循環型社会」への転換が必
要 

 特に、食品ロスの削減やモノを繰り
返し大切に長く使う行動等の 2R（リ
デュース、リユース）が重要 

 清掃活動推進によるプラスチックの

海洋流出防止 

 

【ゼロエミッション東京
戦略】 
 資源循環分野を本格的に
気候変動対策に位置付
け、都外の CO2削減にも
貢献 

 
【環境基本計画 2016】 

 「持続可能な資源利用」

の推進 

 静脈ビジネスの発展及び

廃棄物の適正処理の促進 

 災害廃棄物対策の強化 

 

 2010（平成 22）年 2 月からご
み有料化・ダストボックスの
廃止・戸別収集の実施に伴い、
ごみ収集量は 2010（平成 22）
年度に減少 

 市⺠一人当たりのごみ・資源
の排出量は計画期間の 2014
年度以降、2018 年度まで 4 年
連続で減少（606(g/人・日)）。 

 2019 年度以降は増加に転じ、
2020 年度は 631(g/人・日)と
なった（2015 年度と同程度の
水準）。 

 「第六次府中市総合計画後
期基本計画」では 2021 年度
までに 595(g/人・日)を目標 

 ２回発行のごみの情報紙「府
中のごみ」、広報ふちゅうや
まるごと府中、ホームペー
ジ、イベント、ツイッターな
どで啓発を実施 

 自治会や学校を対象として
出張説明会を実施、地域ごみ
対策推進員を組織して水切
り推進キャンペーンを行う
など地域ごとに啓発 

 生ごみ処理機の購入に対す
る補助金制度を実施 

 順調に減少で推移してきた
が、社会情勢の影響を受け大
幅に増加 

 令和３年６月の調査ではマ
イバッグの利用率は８５％
超 

 ３Ｒに取り組んでいる事業
者や食べきり協力店を「府中
のごみ」やホームページなど
で紹介。今後は拡大生産者責
任やサステナビリティとし
て企業側の取組拡大が想定 

 ごみ減量・再資源化に関する
事業は概ね実施 
 

◆現状の実践状況を活かしつつ、関連計
画との連携によるさらなる資源循環 
 市⺠一人当たりのごみ・資源の排出量
は減少傾向にあったが、社会情勢によ
り、2019 年度以降増加（府中市の概況
より） 

 従来からの適正処理の確実な推進や、
資源循環の推進の必要性（「循環型社
会形成推進基本計画」、「環境基本計画
2016」より） 

 食品ロス減少の必要性（「SDGs」より） 
 企業側の取組の拡大が予想され、協定
の締結などの連携の検討が必要（「府
中市環境基本計画進捗状況」より） 

 これまでのマイバックを対象とした
取組からマイバック以外へ変更の検
討が必要（「府中市環境基本計画進捗
状況」より） 
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社会経済情勢 府中市の概況 
府中市環境基本計画 

進捗状況 
主要な環境課題 

国外 国 都    

生
活
環
境 

【SDGs】 
 2030 年までに、大気の質及び
一般並びにその他の廃棄物の
管理に特別な注意を払うこと
によるものを含め、都市の一
人当たりの環境上の悪影響を
軽減 

 2030 年までに、汚染の減少、
投棄の廃絶と有害な化学物・
物質の放出の最小化、未処理
の排水の割合半減及び再生利
用と安全な再利用の世界的規
模で大幅に増加させることに
より、水質を改善 

【健康都市】 
 WHO（世界保健機関）は健康
を個人の責任としてのみとら
えるのではなく、都市そのも
のを健康にすることを提唱 

 都市に住む住⺠の健康には、
水や空気、安全な食べ物の確
保、居住環境、都市の整備、
教育など、個人の努力だけで
はどうにもならない要因が複
雑に絡み合って影響 
 

【第 5 次環境基本計画】 
 大気、公共用水域、地下水、土壌等の
汚染・汚濁を防止し、また、有害化学
物質による環境の汚染を防止するこ
とにより国⺠の健康と生活環境を守
るための施策は、環境行政の出発点
であり、今後も揺るぎなく着実に推
進 

【環境基本計画(2016)】 

 大気環境等の更なる向上 

 化学物質による環境リス

クの低減 

 水環境・熱環境の向上 
 

 大気質について、一酸化炭素、
二酸化窒素、浮遊粒子状物質
ともに、環境基準以下（府中市
朝日測定局・武蔵台測定局） 

 水質について、pH 値、溶存酸
素量（DO）、生物化学的酸素
要求量（BOD）、浮遊物質（SS）
ともに、環境基準を達成 

 騒音・振動について、道路沿線
の評価対象住居等のうち、昼
間・夜間とも基準値以下な戸
数割合は 95.4％ 

 ダイオキシン類について、環
境基準を達成している 

 苦情について、年によってば
らつきがあるが、ばい煙、騒
音、悪臭に関する苦情受付が
多い 

 府中駅（京王線）、東府中駅（京
王線）、分倍河原駅（JR、京王
線）、中河原駅（京王線）など
駅周辺地域に人口が集中 
 

 多摩川の水質調査における
測定項目は法令の改正を注
視 

 市⺠ 1,000 人当たりの公害苦
情件数が、増減はあるがおよ
そ増加傾向 

 人の感覚的や心理的な要素
による部分も多く、近隣関係
の希薄化から苦情に発展す
ることが多い 

 工場、指定作業場からの公害
に関する苦情は減少 

 生活様式の変化による水の
使用量の増加、都市化による
雨水浸透面積の減少などに
より、水質の改善は横ばい 

 四谷さくら公園において、基
本計画の段階から市⺠参加
による取組を進め、地域特性
を活かした市⺠による市⺠
のための公園づくりを実施
し、拡張整備は完了 

 市内自転車駐車場の必要台
数の見直しや新たな自転車
駐車場の設置、放置自転車の
撤去を継続的に実施 
 

◆満足度向上に向けた生活環境の確保 
 道路交通騒音について、一部で環境基
準や要請限度が未達成（府中市の概況
より） 

 生活様式や、近隣住⺠とのつながりの
希薄化から、住⺠同士のトラブルに関
する苦情が増加（府中市環境基本計画
進捗状況より） 

 都市の一人当たりの環境上の悪影響
の軽減の必要性（「SDGs」より） 

 住⺠の健康のため、行政が都市そのも
のを健康にする必要性（「WHO健康都
市」より） 

 環境行政として生活環境の保全は着
実に推進する必要性（「第 5 次環境基
本計画」、「環境基本計画 2016」より） 
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社会経済情勢 府中市の概況 
府中市環境基本計画 

進捗状況 
主要な環境課題 

国外 国 都    

気
候
変
動
へ
の
対
応 

【IPCC】 
 気温や海水温が上昇し氷河や
氷床が縮小し海水面の上昇、
平均的な気温上昇のみなら
ず、異常高温（熱波）や大雨・
干ばつの増加などの深刻な地
球規模の気候変動が進展して
いる危機的状況にあることか
ら、考え方や行動等における
大幅な転換が必要 

 

【第 5 次環境基本計画】 
 国土のストックとしての価値の向上

（適応も含めた強靱な社会づくり、

生態系を活用した防災・減災等） 
【気候変動適応法】 
 国、地方公共団体、事業者、国⺠が気
候変動適応の推進のため担うべき役
割を明確化 

 気候変動影響評価をおおむね５年ご
とに行い、その結果等を勘案して気
候変動適応計画を改定 

 都道府県及び市町村に、地域気候変
動適応計画策定を努力義務とする 

 広域協議会を組織し、国と地方公共
団体等が連携して地域における適応
策を推進 

【気候変動適応計画】 
 あらゆる関連施策に気候変動適応を
組み込む、地域の実情に応じた気候
変動適応を推進する、国⺠の理解を
深め、事業活動に応じた気候変動適
応を促進する等の 7 つの基本戦略を
設定 

 気候変動に起因して、生活、社会、経
済及び自然環境における影響が既に
生じている 

 気温の上昇や短時間強雨の増加など
の気候変動による悪影響を軽減する
「適応策」も同時に取り組むことが
求められている 

 

【ゼロエミッション東京
戦略】 
 気候変動を食い止める
「緩和策」と、既に起こ
り始めている影響に備え
る「適応策」を総合的に
展開 

【IPCC】 
 東京都の年平均気温は、

100年あたりで約2.5℃の
割合で上昇。（全国よりも
高い増加率） 

 真夏日の日数は増加傾向 
 猛暑日および熱帯夜の日
数も、増加傾向 

 東京都における将来の平
均気温は、令和 13（2031）
年～令和 32（2050）年の
期間において、昭和 56
（ 1981）年～平成 12
（2000）年の期間と比較
して、1.05℃～6.39℃上
昇すると予測 

 東京都における将来の熱
中症搬送者数は、同上の
期間と比較して、1.47 倍
～7.81 倍に増加すると予
測 

 東京都の年平均気温は、100年
あたりで約 2.5℃の割合で上
昇 

 東京都における真夏日は年に
よって日数が増減している
が、全体的に、真夏日の日数は
増加傾向 

 東京都における将来の平均気
温は、2031（令和 13）年～2050
（令和32）年の期間において、
1981（昭和 56）年～2000（平
成 12）年の期間と比較して、
1.05℃～6.39℃上昇すると予
測 
 東京都における将来の
熱中症搬送者数は、2031（令
和 13）年～2050（令和 32）年
の期間において、1981（昭和
56）年～2000（平成 12）年の
期間と比較して、1.47 倍～
7.81 倍に増加すると予測 

 防災に関するセミナーやワ
ークショップを実施し、防災
リーダーを育成 

◆地球温暖化の影響への適応に配慮し
た社会づくり 
 地球温暖化の影響が避けられないこ
とを踏まえた、適応策の検討と推進の
必要性（「SDGs」、「気候変動適応計
画」、「気候変動適応法」より） 

 住⺠が自主的に災害に強いまちを作
る取組を支援する必要（「SDGs」、「気
候変動適応計画」、「気候変動適応法」
より） 

 出前講座や自主防災連絡会をとおし
て更なる防災意識の向上を図る必要
性（「SDGs」、「気候変動適応計画」、「気
候変動適応法」より） 

推
進
方
法
・P

D
C

A
 

【SDGs】 
 目標とターゲットをグローバ
ルな指標でフォローアップ、
地方、国、地域、全世界レベ
ルでの定期的かつ包括的なレ
ビューを実施 

【パリ協定】 
 全ての国が削減目標を 5 年ご
とに提出・更新し、その実施
状況を報告し、レビューを受
けることが必要 
 

【地球温暖化対策計画】 
 関係審議会等による目標達成状況、
個別の対策・施策の進捗状況等の点
検を毎年厳格に実施し、少なくとも
３年ごとに目標及び施策を検討 

【気候変動適応計画】 
 年度単位でフォローアップし、

PDCA を確保 
 適応の効果の把握・評価手法の開発 

【環境基本計画 2016】 
 目標の達成状況、施策の
進捗状況等を定期的に把
握・検証し、適切に進行
管理を行っていく 

 

－ 

 取組の推移を把握・評価し、
毎年度「府中の環境」にて公
表 

 目標設定が高いことによる
未達成指標や、進捗管理の難
しい指標等があるため、評価
が困難な項目あり 

 基本施策ごとに成果指標が
設定されていない、指標によ
って、計画期間の途中で取れ
ない等により、評価が困難な
項目あり 

 社会情勢や市の政策の転換
等により、目標設定と実態の
乖離が生じた指標がある 

◆適切な推進方法の確立 
 適切な進捗評価ができる指標の設定
の必要性（府中市環境基本計画の進捗
状況より） 

◆環境に関する社会情勢の急速な変化
に対応できうる計画とする必要性 
 進行管理（指標等）の随時見直しが可
能な推進体制の構築（府中市環境基本
計画の進捗状況より） 
 

 


